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研究成果の概要（和文）：出生コホートに参加している親子を対象に、親の社会経済要因（所得・教育歴）と子どもの
発達の関連を明らかにすることを目的とした。1）1歳6か月児の発達障害スクリーニングM-CHAT（500名）による発達障
害疑いリスクは、300万円未満の世帯の子どもは800万円以上に比べ高いリスク(OR:2.60, 95%CI: 1.05-6.45)となった
。2）知的発達検査K-ABCを受けた154名の42か月児の分析結果、親の所得が上昇すると知的能力は高くなった。CBCLを
受けた347名の結果では、所得が上昇するほど問題行動得点が低くなった。親の教育歴は、知的発達、問題行動のいず
れも関連が見られなかった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to evaluate the extent that parental socioeconomic status (SES) 
is associated with early childhood development in Japan.
1) Five hundred 18-month old toddlers were screened for autism spectrum disorder using the Modified 
Checklist for Autism in Toddlers (M-CHAT). Children suspected of being autistic were more likely to live 
in families with an annual income under 3-million yen than those with incomes over 8-million (OR: 2.60, 
95%CI: 1.05-6.45).
2) The Kaufman Assessment Battery for Children (K-ABC) was used to assess intellectual ability in 154 
children aged 42-months. Higher household incomes were associated with higher K-ABC scores, independent 
of the mother’s IQ. The Child Behavior Checklist (CBCL) was used to assess problematic behavior in 347 
children aged 42-months. Households with higher incomes were associated with lower CBCL scores.

研究分野： 医歯薬学
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１．研究開始当初の背景 
 幼少期の社会経済要因が成人期の健康に
影響を与えることは、ライフコース疫学で明
らかにされ、その影響は幼少期から観察され
ている。社会経済要因の指標として欧米では、
世帯収入、親の教育歴、職位・職業が多く用
いられているが、人種/民族間や文化的背景
による違いがある（Bradley 2002）ことが示
唆されている。例えば先進国では、流産や早
産のリスクは、世帯収入よりも親の教育歴と
職位が強く関連しており、その影響は、黒人
やヒスパニックよりも白人に顕著である
（Blumenshine et al. 2010）。幼少期の社会
経済的環境が健康に影響を与える機序(経
路)として、認知機能発達、保健行動習慣、
医療アクセス、社会的ネットワークなどの要
因が媒介していると考えられている。 
2006 年の我が国の相対的貧困率は 15.7％

と OECD 諸国の中でも高く、特に母子・父子
家庭では 58.7％と社会経済格差の広がりが
予想よりも深刻であることが明らかにされ
た。しかし、世帯の社会経済状態の妊娠・出
産、子どもの成長・発達への影響に関する研
究報告は数少ない。そこで、その実態と傾向
を把握し、有効な対策を行うことが喫緊の課
題と考える。 
以下に課題を整理する。 
①日本の子どもの健康や成長発達に影響

する社会経済要因の指標が確立していない。
日本の 1医療機関で実施された新生児調査
（553 人）では、女児にのみ、低所得世帯と
低体重リスクの関連が報告（Teramoto 2006）
された以外に目立った報告がない。②社会経
済要因と乳幼児の発達に関する研究が数少
ない。親の短い教育歴、低い世帯収入、3人
以上の出産は、子どもの発達の遅れと関連す
る報告（Ozkan et al. 2012）がある。日本
の研究では、9か月児 270 名の発達調査で、
親の所得や教育歴は、子どもの発達に有意な
関連がない（Cheng et al. 2009）。さらに、
18 か月時の追跡調査でも、社会経済要因によ
る関連は観察されなかった（Cheng et al. 
2010）。この研究の対象集団は高所得世帯、
高学歴な母親が多くなったため、社会経済要
因との関連が観察されにくくなったと考え
られる。そのことから、より偏りの少ない大
規模集団での調査が必要と考える。③社会経
済要因と子どもの発達の関連における複雑
な媒介要因が明らかになっていない。世帯収
入と2歳児の認知発達の調べた米国の研究は、
親のストレス、家庭環境、養育態度が主な媒
介因子であると構造モデリング分析を用い
て明らかにしている（Linver 2002）。日本の
研究は、9か月時の子どもに対する母親の養
育態度と子どもの社会的経験が、18 か月時の
子どもの探索行動と社会性の発達に関連し
ていた報告（Cheng et al. 2010）があるも
のの他の因子との関連は分析されていない。
媒介因子を明らかにすることは、社会経済要
因が不利な子どもに対する悪影響を最小に

する介入方法を検討するのに有効である。そ
のため調査の際は、既に諸外国で報告されて
いる要因；親の養育態度及び母親のメンタル
ヘルス、家庭環境などの詳細な評価を行う必
要がある。 
 

２．研究の目的 
１）子どもの成長発達に関連する社会経済要
因の指標の妥当性を検証し、より信頼性の高
い指標を明らかにする。 
２）親の社会経済要因が幼児期の発達（粗大
運動、微細運動、言語、社会性）の促進や遅
れと関連があるのかを明らかにする。 
３）関連を見るだけではなく、社会的に不利
な家庭の子どもへの発達影響を最小にする
ための介入視点を提供するため、媒介変数を
評価する。 
 
３．研究の方法 
出生コーホートである「環境と子どもの健

康：北海道スタディ」（北海道全域の地域集
団を対象とした大規模コーホートで 20,798
組の親子が登録）のデータを利用し、新たに
１歳６か月調査と３歳調査を実施する。これ
まで北海道スタディでは、社会経済要因は調
整因子として用いられ、子どもの健康に直接
影響を与える環境要因としての評価を行っ
ていない。そこで、既に対面調査によって得
られた 42 カ月児（平成 14 年 1月から平成 17
年 9月に生まれ）の知的発達と問題行動評価
との関連を分析し、子どもの発達に影響する
親の社会経済指標を明らかにする。 
親の社会経済状態及びライフスタイルに

関する情報は質問紙を用いて妊娠中に、出産
時データは医療機関から提供を受けている。
１歳６か月と３歳の調査は、平成 23 年 12 月
～平成 25年 4月生まれの母子 925 組を対象
として自記式質問紙による郵送法で実施し
た。発達は、1歳 6か月時と 3歳時に乳幼児
発達スケール（KIDS）を用いて評価し、行動
の問題は、1歳 6か月に自閉症スペクトラム
を含む発達障害スクリーニング M-CHAT、3 歳
時に発達障害スクリーニング Strengths and 
Difficulties Questionnaires (SDQ)のスク
リーニングツールを用いて評価した。また、
1歳 6か月調査では、養育環境（ICCE）、家族
機能（家族アプガー）、母親のメンタルヘル
ス（GHQ28）、育児ストレス（PSI）、3歳調査
では、社会経済状態の再評価と家庭環境の調
査を実施した。 
 

４．研究成果 
（1）社会経済要因の指標及び子どもの発達 
①42か月の知的発達検査 K-ABC を受けた 154
名を分析した結果、親の所得が上昇すると認
知処理得点と習得度得点(経験による知的能
力)とも有意に高くなった（図 1・図 2）。こ
の傾向は母親の IQ（WIAS-R）で調整すると小
さくなったが、有意性は保持された。親の教
育歴と子どもの知的発達との間に有意な関



連は見られなかった。 
②問題行動評価（CBCL）のデータが得られた
347 名の分析結果は、所得と問題行動得点に
有意な関連はわずかに観察されなかった
(p=0.06)が、外向尺度（攻撃性や反抗など）
は、所得が高くなるほど低くなった（図３）。
親の教育歴は、問題行動と有意な関連は見ら
れなかった。 
 

図 1 K-ABC 認知処理得点分布（所得階級別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ K-ABC 習得度得点分布（所得階級別） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図３ CBCL得点分布（所得階級別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）1歳6か月調査は、平成26年度に終了し、
589組（63.7％）から有効回答が得られた。性
別・在胎週数、養育環境で調整した多変量解
析により、妊娠中の所得、親の教育歴とも子
どもの発達の遅れとは関連がなかった。しか

し、M-CHAT（500名）による発達障害疑いリス
クは、300万未満の世帯の子どもは、800万円
以上の世帯に比べ有意に高いリスクとなった
(OR:2.60, 95%CI:1.05-6.45)。教育歴では、
父親の中学卒が大学卒に比べ有意に高いリス
ク(OR;2.63, 95%CI:1.21-5.68)となったが、
所得で調整すると有意性は消失した。しかし、
所得は親の学歴で調整してもORに大きな変化
がなかった。今後、育児ストレス、養育環境、
母親のメンタルヘルスを含めた媒介要因を評
価する。 
 
３）3歳調査は、平成28年7月にデータ収集を
終了する。本研究は「社会経済要因と幼児期
発達コーホートのマルチレベル・共分散構造
分析(研究代表者；池野多美子)」に引き継ぎ、
これまで収集した養育環境、母親のストレス
等を含めたデータセットを構築し、発達に及
ぼす社会経済要因の経路を明らかにしていく
予定である。 
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